
13．景気ウォッチャー調査
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（ＤＩ） 景気の現状判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ
７月 48.4 (前月差 0.8)
６月 47.6 (前月差 9.5)

分野・業種別ＤＩの推移（現状）（季節調整値） 分野・業種別ＤＩの推移（先行き）（季節調整値）

（備考）現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは各々、景気ウォッチャーによる、３か月前と比較した当該月の景気の良し悪しの判断、当該月と比較した２～３か月先の景気の良し悪しの判断である。
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（ＤＩ） 景気の先行き判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ

７月 48.4 (前月差▲4.0)

６月 52.4（前月差 4.8）
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（参考１）　景気動向指数
一致指数採用系列の寄与度

21年３月 ４月 ５月 ６月

一致指数 92.9 95.3 92.1 94.0

生産指数(鉱工業) 0.19 0.38 -0.64 0.55

鉱工業用生産財出荷指数 0.38 0.18 -0.64 0.55

耐久消費財出荷指数 0.30 -0.04 -0.54 0.07

労働投入量指数(調査産業計) 0.50 0.06 -0.69 -0.01 

投資財出荷指数(除輸送機械) -0.03 0.60 -0.17 0.25

商業販売額(小売業、前年比) 0.58 0.66 -0.35 -0.30 

商業販売額(卸売業、前年比) 0.39 0.63 0.08 -0.12 

営業利益(全産業) 0.05 0.00 0.01 0.01

有効求人倍率(除学卒) 0.12 -0.10 0.03 0.58

輸出数量指数 0.44 0.02 -0.23 0.27

景気基準日付

寄
与
度

(
27)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

60

70

80

90

100

110

120

198587 89 91 93 95 97 99200103 05 07 09 11 13 15 17 19 21

ＣＩの推移（長期）

（年、月次）

一致指数先行指数

遅行指数

(2015年=100) (山)

（備考）内閣府「景気動向指数」により作成。景気基準日付は内閣府による。
ただし、「神武（景気）」・「岩戸（景気）」等は景気拡張期の通称であり、公式のものではない。

なお、グラフのシャドー部分は景気後退期を示す。また、2018年10月の山は暫定。
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（月）
（年）

(2015年=100)

遅行指数

先行指数

一致指数

拡張 後退 全循環
1 1951/6 51/10 4
2 51/10 54/1 54/11 27 10 37
3 54/11 57/6 58/6 31（神武） 12 43
4 58/6 61/12 62/10 42（岩戸） 10 52
5 62/10 64/10 65/10 24 12 36
6 65/10 70/7 71/12 57（いざなぎ） 17 74
7 71/12 73/11 75/3 23 16 39
8 75/3 77/1 77/10 22 9 31
9 77/10 80/2 83/2 28 36 64
10 83/2 85/6 86/11 28 17 45
11 86/11 91/2 93/10 51（バブル） 32 83
12 93/10 97/5 99/1 43 20 63
13 99/1 2000/11 02/1 22 14 36
14 02/1 08/2 09/3 73 13 86
15 09/3 12/3 12/11 36 8 44

16 12/11 （暫定）18/10 71
第2～第15
循環の平均

36.2 16.1 52.4

循環 谷（年/月） 山（年/月） 谷（年/月）
期間（か月）



（参考２）　地価・住宅価格の推移

（備考）１．国土交通省「地価公示」「都道府県地価調査」「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」、

　　　　　　（一財）日本不動産研究所「市街地価格指数」、「不動研住宅価格指数」により作成。

　　　　２．地価変動率は、地価公示と都道府県地価調査において、それぞれ半年前の調査・公示との共通地点における変動率を平均したもの。

　　　　３．６大都市とは、東京区部、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸。市街地価格指数（６大都市）のピークは1990年９月。

　　　　４．四半期は、Ⅰ期：1/1～4/1､Ⅱ期：4/1～7/1､Ⅲ期：7/1～10/1､Ⅳ期：10/1～1/1。
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（参考３）　地域経済
(1) 鉱工業生産
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（備考）

１．経済産業省、各経済産業局、沖縄県「鉱工業指数の動向」により作成。

２. 北関東、南関東、甲信越は関東経済産業局、東海は関東経済産業局、中部経済産業局

の「鉱工業指数の動向」により内閣府にて作成。

詳細は経済財政分析ディスカッション・ペーパー「「地域経済動向」の新地域区分に対応

する鉱工業指数の算出方法について」を参照。

３.  基準年は平成27年。

４． 直近月は、２か月平均。

５.  沖縄は５月まで更新。その他地域は、６月まで更新。
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都道府県名

北海道
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

北関東 茨城、栃木、群馬
南関東 埼玉、千葉、東京、神奈川

新潟、山梨、長野
静岡、岐阜、愛知、三重
富山、石川、福井
滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
鳥取、島根、岡山、広島、山口
徳島、香川、愛媛、高知
福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄沖縄

関東

北陸
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(2) 完全失業率 (3) 有効求人倍率
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（備考）
１．総務省、沖縄県「労働力調査」により作成。
２．北関東、甲信越、北陸は、総務省「労働力調査」の都道府県別モデル推計から算出した労働力人

口、完全失業者の県別シェアを同調査公表値に乗じることで県別の人数を計算し、内閣府にて作
成。

３．季節調整値。北関東、甲信越、北陸、中国、四国、九州は内閣府で季節調整。全国、沖縄の季節
調整値は、内閣府にて月次値を四半期平均化。北関東、四国は四半期系列に季節性が認められな
かったことから原数値と同じ。

（備考）
１．厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。季節調整値。就業地別。
２．すべての地域でパートタイムを含む。
３．有効求人数、新規求人数の全国には、海外の値は含まない。


